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ＮＭＣ１２月例会
　　｢霞が関都市再生プロジェクト｣　見学会　

　

　　平成１９年１２月４日　１６時００分～１７時１０分

　説明・案内責任者　国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課

　　　　　　　　　　　　　　特別整備室長　林　理　氏
１、テーマ

本日の見学の舞台は霞が関ビルと虎ノ門交差点の間にある旧文部科学省や霞会館のあった所である。ここに官民共同で、快適性と利便性を実現したまちづくりを目指した巨大プロジェクトが、完成間近になっている。この計画を企画・実行した国土交通省の担当室長から当該計画の趣旨・内容をお話いただいた後で現場を案内いただいた。新しいまちづくりの考え方や民間活力を活用した公共工事の新しい進め方を知り、貴重な体験となった。

２．事業概要

（１）所在地

当地は江戸時代には日向延岡藩内藤家上屋敷があり、その後、工部大学校（東大工学部の前身）などがあったが、昭和８～１１年に文部省や会計検査院が建設され、中央官庁街の一部となった。街区内には霞山ビル、東京倶楽部ビル等の民間ビルもあり、中央官庁街と民間業務地区が接する所でもある。

（２）計画のはじまり

平成に入り、旧文部省、会計検査院の庁舎建替えの時期を迎えていた。平成１３年都市再生本部において、ＰＦＩ手法による建設と街区全体の再開発の調査を行うことが決定された。　

（３）ＰＦＩ手法　

①　沿革

PFIとはＰrivate Ｆinance Ｉniｔiativeの略で、民間の資金やノウハウを活用して、効率的かつ効果的に社会資本を整備する方法である。１９９２年に英国で開発・実施され、成功した手法である。日本では平成１１年に法制化され、各地の各分野で既に多く活用されている。国土交通省官庁営繕部直轄の工事としては、今回が最初の巨大プロジェクトとの事である。

2 建設と事後管理の一体化

従来の公共工事は、官庁で計画し設計したものに対して入札により最低価格の建設業者が工事を受注

し建設する。官庁は工事代金を建設業者に支払う。完成後は官庁がその施設を利用し、管理する。

ＰＦＩ手法を利用したこの方法では、官庁が基本的な要求水準を示し、詳細設計は民間受注者の創意工夫に任せてプロジェクトの設計・施工・完成後の維持管理を一括して民間受注者に任せる。官庁は毎年受ける公共サービスの対価を一定期間支払う。

3 入札方式と事後監視

　入札は価格だけではなく、入札前の民間業者の提案内容を含めた内容を分析し、その結果の総合評

価による落札方式で行う。事後的には、この提案を含めて事業実施段階での水準監視の基準となる。即ち事業実施段階での水準監視の基準は、発注時に示した要求水準が基本で、それに提案で評価されたものを加えて行っている。
④メリット

官庁が当初示す基本計画は、公共サービスの水準の確保される前提で、建設物の具体的仕様の特定は必要最小限に止められるので、民間事業者の創意工夫が発揮される。

（４）霞が関三丁目南地区まちづくり協議会

地区内の地権者等が集まって上記協議会を設立し、官民融合した時代を先行するまちづくりをすることになった。参加者の協議の結果、下記②の企画提案書が地区計画として決定された。

1 協議会参加者

官庁側　　　　文部科学省、会計検査院、金融庁、国土交通省

民間地権者　（財）霞山会、（社）霞会館、住友不動産（株）、（社）東京倶楽部、三井不動産（株）

②　地区計画

○　美しい都市景観の創造　　　○　歩行者空間の確保などのための壁面線後退

○　有効空地の３割以上の緑化　○　公共施設として、中央広場や中央貫通道路・歩道状空地の配置

○　地区の歴史的特性の活用　　○　土地の有効高度利用・複合利用　

（５）ＰＦＩ事業契約

①　実施方針の策定・公表　（平成１４年６月）

国は中央合同庁舎第７号館と民間収益施設（ＰＦＩ事業者が自からの提案で建設、取得して運営す

もの）の企画をすすめ、実施方針を公表した。それは、事業の全体計画を示し、広く民間事業者の意見を聴取してＰＦＩ事業とすることが相応しいかどうかの判断を行うための手続きである。

②　特定事業の選定　（平成１４年８月）

民間事業者からの質疑、意見を参考として、国にとってＰＦＩ手法をとることによって自ら実施

するより高い価値が得られることを確認し、特定事業の選定を行う。

③　入札・民間事業者の選定　（平成１５年４月）

　総合評価落札方式によって入札を行った結果、新日本製鉄グループが落札。同グループによって設立された特別目的会社である。

④　工事経過

本工事着手　平成１７年１月、建物完成　平成１９年９月、ＰＦＩ維持管理開始　平成２０年１月

⑤　注視した事項

· 良好な景観形成への配慮等地域社会への寄与、新たな産学官共生による知の拠点の確保。

· ヒートアイランド現象等環境問題への取組み、ライフサイクル低減等長期耐用性の確保。

· 施設の耐震化への取組み、安全の確保、施設のバリアフリー化への取組み。

· 歴史的建築物等の保存・活用と新たな首都景観の創造。

（６）ＰＦＩ事業の概要
①　敷地　　面積　約２４.２００㎡　容積率９５０％　建蔽率限度７０％

②　建物　　建築面積　１３.６００㎡　　延べ面積　２５４.０００㎡　（　官庁舎１７１.０００㎡、

民間権利者床１７.９００㎡　ＰＦＩ保留床２３.５００㎡、民間収益施設１９.３００㎡　）

注（　）内の面積を合計しても、延べ床面積にはなりません。これは、駐車場等の面積が（　）内に含まれていないためです。参考まで。

③　高さ　　官庁棟　１５６m地上３３階　官民棟　１７６m地上３８階　旧文部省保存部分６階

④　入居者　　官庁棟　会計検査院、文部科学省、国立教育政策研究所、科学技術政策研究所

（上部から）　官民棟、霞山会、住友不動産、特別目的会社保留床、民間収益施設、金融庁
⑤　事業期間　平成３４年３月３１日まで。業務は施設整備業務、維持管理業務、警備・受付業務、電話交換業務、公用車運行管理業務等である。

⑥　ＰＦＩ付帯事業　　特別目的会社が国有地の一部を借地した上で、自からの収益に資する民間収益施設を自ら調達をした資金で建設し、維持管理・運営を行う。平成４６年に事業期間が満了し、国は特定目的会社から民間収益施設を簿価または時価で買い取ることが出来る。
（７）歴史的建築物の保存・活用
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①　旧文部省庁舎　　虎ノ門の交差点に、昭和８年から眺められていた薄茶色の庁舎を一部保存・活用し、旧文部大臣室などを復元して公開する。

②　江戸城外堀跡の石垣　　敷地内から工事に際して、発掘された当時のままの石垣を身近に見えるようにした。図面を展示し、当時の江戸城、内堀、外堀の姿を理解しやすい。

３．見学後の感想

（１）官庁棟　

外郭は完成し、美しい姿を示しているが、内装は完成しているが引越しの為の養生がなされていた。上層階からは、皇居全体が庭のように狭く見える。国会議事堂は真下にあり小さい。

（２）官民棟

外郭は官庁棟と同じデザインで統一し、バランスがとれ美しい。民間使用部分は一部入居し、使用されている。北側の霞が関ビルと南側の官庁棟の中間に建っているので、バランスをとって、両方の建物より１９mも高くなっている。最上部分に設けられる霞山会や住友不動産の使用部分からの眺望は素晴らしいものとなろう。

（３）旧文部省庁舎

桜田通りに面した部分を保存している。虎ノ門交差点から見慣れた建物である。しかし、自分と同世代なのか歴史的建造物とは感じにくい。若い人には感じられるのかもしれない。今後、公開される文部大臣室も内装工は完了していたが展示の為の準備中ということもあって、特別なものとは感じられなかった。

（４）広場
地下鉄虎ノ門駅に面する一帯に広い広場と緑地帯を設け、従来、雑然としていたこの地域に明るい雰囲気をもたらしている。広場の一部に江戸城外堀の石垣が見える。四谷から赤坂見附に連なる外堀が、溜池や当地を経て新橋の土橋まで繋がっていたことが分かり、歴史を感ずることができ面白い。

（５）全体

当初考えられた建設目的は実現していて、都市再開発のモデルとして東京の新しい景観の名所となろう。また、公共事業の新しい進め方の普及に役立つであろう。

４．ＰＦＩ手法の感想

（１）長所

①　民間活力活用

小泉改革以降、民間活力活用がブームとなっている。具体例も身近に多く見られる。我々ＮＭＣの会合に活用している公共建物ちよだプラットフォームスクエアは建物も綺麗になり、サービスもよくなった。稼働率も高くなって人の出入りが多い。このような改革が公共事業に広く活用されることは、未来に明るさをもたらすように思える。

2 無から有を生む

良好な立地に所在していても、官庁街であれば、収益は生まない。その土地を再開発して高層化して、

その一部に民間施設を作れば、実質高額の賃貸料が生まれる計算になる。それが、事後の維持管理料と相殺されれば、その費用は割安になるはずである。

③　財政再建と格差是正

参議院選挙の大敗で、格差是正のための財政支出が増加する動きがある。一方で国債残高削減の必要性から公共投資３％削減が叫ばれている。素人考えによれば、車購入を現金払いではなく、リース活用にしたようなものだ。同一のサービスが得られて、高額の現金があまってくる。財政難の官庁には良い手法であろう。

④　民間支援

過去には公務員が行っていた設計の多くが暫らく前から外注となっている。完成後の維持管理、清掃、警備が総て民間で行はれれば、雇用機会も増加し、効率性も向上しよう。金融機関もこのプロジェクトなら喜んで積極的に貸してくれるであろう。金融機関としても魅力的な貸出先の新分野となろう。投資先を探し求めている投資ファンドにも新たな投資機会を提供するであろう。
⑤　リスク回避　　　
長期を要する大型投資となれば、経済変動に伴う物価変動・為替変動や、諸変化に伴う建設工事代金や修繕工事代金や維持管理費で追加負担が発生する可能性が高い。米国の現状や世界情勢からすればドルショック・人民元ショック・オイルショック・テロリストショックの発生の可能性が多い。ＰＦＩ手法ではリスクは官民で適切に分担している。官がすべてのリスクを回避しているわけではない。
（２）疑問点

①　入札制度

数十年先までの維持管理費用、リスク負担を総合した入札価格が合理的に計算できるであろうか。入札の総合評価の透明性、公正性、競争性の維持にどのような対応をしているのか。

○お答えするならば、維持管理費用等、遠い将来発生する費用については、金利やサービス対価の物価変動に基づく改訂について、規定しています。
②　企業倒産リスク

　民間に運営をさせるのは良いが、社会変化で企業倒産の可能性がある。その時にはその設備投資に伴う負債は官側に来るのであろうか。来るとすれば、政府の隠れ債務となり、財政再建のマイナスになる。

民間負担になるならば、官庁の外郭団体にたいする金融機関の不良債権多発の再現になる。倒産防止対策にはどのようなものがあるのか。

· お答えするならば、国は必要と認めた場合、融資団との協議を行えるよう、契約書で定めています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（文責　－　榎本）
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